
































































































１．女子労働者の定着化と雇用システム―統括企業 PD 社の分析（93） 
（１）人事制度の変容（94） 
（２）長期雇用への対応（98） 






















―1 FTM 社売上高推移表（41） 
―2 FTM 社組織図（43） 
―3 FTM 社工場内レイアウト概略図（45） 
―4 職場の階層構造（56） 
―5 製造職場の職位と職能資格等級（59） 
―6 PCE 社売上高推移表（65） 
―7 セル生産方式の概略（67） 
―8 生産工程概略予想図（71） 
―9 PCE 社組織図（88） 
―10 PCE 社の職場の階層構造（90） 
―11 職能資格制度のコンセプト（96） 






―4 FTM 社 製造職場の職位と職能資格等級（50） 
―5 給与明細書（男子課長職 R）（74） 
―6 製造課奨励金（76） 



































































金、長時間労働の過酷な労働条件を強いられていた10のであった。   
しかし、近年の中国においては、「1990 年代以降産業構造が変化し、外資企業も従来の
繊維雑貨を中心とする産業から、自動車・電子産業に代表される基幹産業に集中するよう






6 何燕侠［2007］439 ページを参照した。 
7 前掲書 441 ページを参照した。 


































                                                   







する（後述 10～11 ページおよび 14 ページで具体的に述べている）。 
13 就業者一人あたりの付加価値（＝労働生産性）の持続的な増大を実現するような性質 






保 27~37 ページ参照）。本研究においても安保の「適用」・「適応」概念を参考にした。 
15 日本法人の中国に占める比率は 29.9%である。常勤労働者数は 32.1%を占めている。 
当期純利益の中国に占める比率は 20.5%であった（経済産業省海外事業活動基本調査 
2010 年版参照）。尚、在中日系企業の中国における売上高の 67%（2010 年）が中国国 
内販売となっている（朝日新聞 2012 年 9 月 19 日朝刊参照）。 
16 労働力の標準モデルは、被扶養者を従者として従えた正規男性労働者＝男性稼ぎ手モ 
デルであった（竹中恵美子［2009］17 ページ参照）。 



































                                                   
18 氏原正治郎［1966］を参照されたい。 
19 玉井金五・佐口和郎［2011］李捷生 50～51 ページの要約。 























                                                   
21 孫・田中［2001］178～179 ページを参照されたい。尚、逆 U 字型を台形型とも表す。 
22 男女同一労働（職務）同一条件に関しては、憲法 48 条や婦女権益保障法 24 条に明記
されている。また、女性の産休保障（労働法 62 条）や妊娠・出産・授乳期間の労働契













































27 何燕侠［2007］443 ページを参照されたい。尚、何は「男女平等の家事分担とはなっ 
ていない」としている。 
28 戸塚秀夫・兵藤剣編著［1991］序章 9 ページを参照されたい。 
29 津田眞澄［1968］11～12 ページを参照されたい。 
30 中央大学企業研究所編［1993］長谷川廣 308 ページを参照されたい。 
31 日本的雇用慣行は会社内秩序（野村正實［2007］序章Ⅰ参照）とされる。その根幹は， 
年功序列と戦前の身分制とそれを引き継いだ戦後の資格制度である（前掲書 2 ページお 



























                                                   
33 野村正實［2007］3～4 ページを参照されたい。 
34 氏原正治郎［1966］366～368 ページを参照。 
35 玉井・佐口編著［2011］李捷生 50～51 ページを参照されたい。 
36 前掲書 53 ページを参照されたい。 
37 玉井金五・佐口和郎［2011］李捷生 51 ページを参照されたい。 





序章 18 ページ参照）。そして、労働者の技能（熟練度）や労働者の専門性（例えば、電 
気工や会計士）、出身階層、学歴、農村・都市などの出自、職務・職業経験などにより、 



































                                                   







































                                                   
45 細分化された工程ごとに分化した作業を担当する下位の労働者（前掲書 57 ページ参 
照）。 
46 詳細は後述 22～23 ページを参照されたい。 

























                                                   
49 前掲書 33 ページを参照されたい。労働契約法については、Ronald C. Brown.［2009］
も参照した。 




51 2009 年末の全国総工会組織人員は 2 億 2600 万人で、その内 7980 万人は出稼ぎ労働 







Hong, Malcolm Warner.［1998］および Bill W.K.Taylor,Chang Kai,Qi Li.［2003］
を参照されたい）。 
54 李捷生［2010］24 ページを参照されたい。 
55 技能労働者の総数は全国で約 9890 万人であり、全国の都市部就業者の 3 分の 1 を占 
める。養成する技工学校（技術学校）も 3075 校となっている。尚、中国政府は新たに、 






























                                                                                                                                                     
うとしている（労働政策研究・研修機構［2009・7］ホームページ参照）。中国では、実 
務的な専門教育機関として、技術専門学校と技術学校などの技工学校がある。技工学校 






56 李捷生［2007・6］19 ページを参照されたい。 
57 主に営業職以外の人事・経理・財務・法務関連は、専門職の職場とされる。 


































                                                   






















つぎに調査したのは、日本の総合エレクトロニクスメーカーF 社（以下 F 社）傘下にあ










最後は、最初に調査した PCE 社と同系列であり、P 社の系列企業である統括企業 PD 社
（以下 PD 社）および同系列企業である財務統括企業 PF 社（以下 PF 社）のホワイトカ
ラー職場を調査した。北京の中心部にある PD 社を訪問し、日本人総務部長への聴き取り
                                                   
61 通常、日本的雇用システムの特質は、「長期安定雇用（終身雇用」「年功賃金」「企業別
組合」と表現される。機能面では（1）長期安定雇用主義（2）年功主義（3）労使協議
































                                                   
62 2011 年 11 月 2 日（大阪）および同年 12 月 16 日（大阪）に、合計約 3 時間、前 PD
社人事総務部長の C 氏（以下 C 氏）に改革したとされる人事制度に関するインタビュー
を実施した。 








表 序―１ 調査概要 
調査地域 期間 調査対象内容 
① 遼寧省大連市 2008 年 8 月 7 日～8 日 日系総合家電系列企業 1 社
（総経理・企業工会代表・中
間管理職） 






























                                                   






























                                                   
66「全体と個という観点から社会を見るのではなく、個と個が関係する諸形式をもとにし
て社会構成体を見る事である。」（柄谷行人［2012］162 ページ参照を参考にした）。 
67 藤井正男［2011］9 ページを参照されたい。 
68 本研究 7 ページ、後述 28～29 ページ及び 36～37 ページを参照されたい。 
69 安室憲一他（1999 第 4 章～5 章）では在中日系企業の経営課題や労使関係をアンケー
ト調査にもとづき分析している。尚、第 6 章～第 8 章ではケース・スタディによる分析
がある。 










































































































                                                   
72 玉井金五、佐口和郎編［2011］李捷生を参照されたい。 
73 前掲書 59 ページを参照されたい。 
74「原生的労働関係」とは、低賃金と過度労働と、一般的に身分的＝強制的労働関係を特
徴とする（大河内［1960］97 ページ参照）。 































                                                   
77 玉井金五、佐口和郎編［2011］李捷生 47～49 ページを要約した。 
78 前掲書 49 ページを参照されたい。 



























２）「アジア NIES の非正規雇用」 
















                                                   
83 藤井光男編著［1997］小林英夫 123～149 ページを参照されたい。 
84 就業構造・職階構造・社会構造などから、労働力の構造を考察している。 
85 李鍾久［2007］を参照されたい。 
86 前掲書 34 および 38 ページを参照されたい。 





























89 1970 年～1980 年代の女子労働力率は 40%前半を推移し、男子の 70%台に比較し大き
な格差があった（1960 年代は不明）。尚、1990 年代においては増加したが、50%を切っ
ており、男子の 70%半ばに比べて、格差が維持されたままである（張芝延／横田伸子訳
［2006］2 ページ図 1 を参照した）。 
90 前掲書を参照されたい。 
91 2004 年 49.8%となっている。 



















































































労働者は 73.6%いた（2002 年度末日現在）。 
107 経営者と労働者という雇用関係とは異なる契約とされる。 































                                                   
109 氏原正治郎［1966］175～209 ページを参照されたい。 
110 上野は「再生産を生産システムそのものの再生産、労働力の再生産、人間の生物学的
再生産の三つの異なった意味がある」とする（上野千鶴子［2003］74 ページ参照）。 


































                                                   
113 大沢は企業中心社会について「伝統社会の原理であった集団主義に、効率性重視・利
益追求という産業社会の論理と労使協調原理とが積み重ねられたものが、企業中心社会
の基盤として捉えられている」としている（前掲書 27 ページ参照）。 
114 木本喜美子［1995］を参照されたい。 
115 木本喜美子・深澤和子編［2000］を参照されたい。 













































124 憲法 48 条（1954 年公布）に規定されている。 
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125 1982 年～2000 年の変化を捉えている。 
126 保育施設の完備、育児期の両親及び親族からの育児援助、育児期の解雇禁止の法律的 
保障など。 







130 北京市都市部及び、北京中央区 8 区、広東省都市部の数値データ、中国全体のデータ 
から中国女性の就業率やライフサイクルを分析している。 
131 石塚浩美［2010］111～138 ページを参照されたい。尚 5 社のデータを分析している。 
132 前掲書 139～184 ページを参照されたい。パネル・データは 2004 年度 F-GENS 中国 































                                                                                                                                                     
場合、女性は 83.03、非国有セクターでは女性 70.33、全体で女性は 77.16 であり、賃
金格差があるとしている。 
133 前掲書 56 ページの図表 3―6（2000 年中国男女の労働力率）によれば、都市部の女 
性の労働力率は 80%前後で男子のそれは 95%を超えている。尚、年齢は 20 才～44 才。 
134 玉井金五・佐口和郎［2011］李捷生 50 ページを参照されたい。尚、大河内は「『原生 
的労働関係』論において、不熟練労働者を分析対象としたが、重工業を担う熟練労働者 
































                                                   
135 前掲書 59 ページを参照されたい。 
136 氏原正治郎［1966］補論「常用工と臨時工」464～465 ページ及び同掲書 285 ページ 
を参照されたい。 
137 前掲書 382 ページを参照されたい。 
138 玉井金五、佐口和郎編［2011］李捷生 51～53 ページを参照されたい。 




































                                                   
140 氏原正治郎［1966］175～209 ページを参照されたい。 





































































144 木本喜美子・深澤和子編［2000］43 ページを参照されたい。 
145 大河内一男［1980］10～12 ページを参照されたい。 
146 一般的には製造現場で働き、企業と正規の雇用契約を結んだ労働者を本工と称す。こ 
こではホワイトカラー職場の正規労働者も含め本工と表現する。 










































                                                   
148 氏原正治郎［1966］345～425 ページを参照されたい。 
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149 GDP（国民総生産）が 10.4%、GNP（国内総生産）が 10.1%の対前年伸び率であっ 
た（中国情報ハンドブック［2007］参照）。 
150 古澤賢治総監［2007］193 ページを参照されたい。 
151 賃金の対前年上昇率は、2008 年度 118%、2009 年度 116%、2010 年度 113%（中国 





153 藤井正男［2005］116 ページを参照されたい。 
154 資本金約 3246 億円（2011 年 3 月末）、売上高約 4 兆 5 千億円（2010 年連結）でグロ 
ーバルに展開する企業である。その連結子会社の一部門がＦＴ社で、神戸に本社がある。 
インフォテインメント機器や自動車電子機器を製造・販売している。資本金 53 億、従 
業員約 4100 名で、工場は神戸の他に岐阜県にもある。海外では中国の他にメキシコ、 
フィリピン、タイ、スペインにも工場がある。（FT 社ホームページ及び FTM 社入手資 
料参照） 

































の成長を目指す」としている（2010 年 3 月 22 日国家発展改革委員会胡委員インタビュ 
ーより 於：北京）。 
157 女子労働者の内、非正規は 54.7%で労働者全体の 35.2％を占める。収入 100 万円以 
下 47.8%、199～100 万円が 37.8%と多数の非正規女子労働者は収入 200 万円以下であ 
る。一方、男子の非正規の全体の割合は、19.9％で 80%が正規である。（2011 年総務 
省統計局労働力調査ホームページを参照した）。 
158 正規社員を 100 とした場合、フルタイム非正規は 64 程度、パートは 28 程度である 
（浅尾裕［2010］39 ページ参照）。 









FTM 社は、序章の研究方法でも述べたように、2004 年に FTM 社 98％、無錫市政府 2％
の出資比率で設立された日本大企業 F 社傘下の中堅企業 FT 社が経営統括する比較的新し
い企業である。総経理をふくむ幹部層は、FT 社から出向している日本人で構成されてい
る。事業内容は自動車のオーデイオ・ビジュアル関連機器の製造である。売上高（図―1）
は 2011 年度が 12.4 億元となっている。無錫新区では中堅の企業規模である。世界的金融
危機により一時的に減少した 2008 年度および東日本大震災とタイ洪水により減少した
2011 年度を除き、伸長している。尚、FT 社は円高の影響を受け、カーナビやカーオーデ










造り、日本製 50％・中国製 50％の部品を基盤に組み立てる工程である。 
                                                   
160 Asahi.Com(朝日新聞社［2011］参照)。 
161 古澤賢治総監［2007］189～193 ページ参照されたい。 
162 無錫市の戸籍取得条件は①60 ㎡超の不動産購入、社会保険納入、計画出産順守②高校・ 
技能学校以上の学歴、安定した仕事及び住居で１年以上居住。①②適合者に居住証が発 
行され、その後 3 年間居住し続ければ戸籍を取得できる。しかし、条件が厳しく実効性 










しない、雇用期間の短い特質をもつ FTM 社のような日系企業は、多く存在する164。 
図―1 FTM 社売上高推移表           出所：FTM 社資料より筆者作成 
（２）労働力構成 
 会社創業時の労働者は 220 名からのスタートであった。その後、生産高の増加により
2011 年度には日本人も含め 913 名となった。製造職場では正規の本工労働者が 437 名、
非正規の派遣労働者 300 名が雇用されている。事務職場では管理職も含む正規労働者 166
名が雇用され、幹部職員である日本人スタッフ 10 名が FT 社から出向している。派遣労働
者をふくむ女子労働者の比率は、製造職場が 84%、事務職場が 58%、全体で 79％と女子




中国人管理職全体の平均勤続年数は 7.5 年、平均年齢は男女ともに 34.5 歳である。ほぼ
創業時からの勤続者で占められていた（表―1）。7 名の副部長職（課長職兼務含む）は全
                                                   
163 後述 72～73 ページでも取りあげている。 
164 藤井正男［2010］54～56 ページを参照されたい。天津にある日系の電子部品企業を
取り上げている。尚、古澤賢治総監［2007］の調査研究でも取りあげている。 


















表―１ 中国人管理職の構成（2012 年度 4 月末現在） 
役職（男女別 人数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続（年） 
課長（男） 10 32.6 7.4 
課長（女） 7 32.6 7.9 
副部長（男） 7 38.3 7.1 
部長（女） 1 41.0 8.0 
計＊平均は加重 25 34.5 7.5 
出所：FTM 社資料及び聞き取り調査より筆者作成 
 
FTM 社の組織（図―2）は、7 部 3 室 24 課で構成されている。半数以上、女子が占め
るホワイトカラー事務職場の労働者の学歴別構成は、大卒 62 名、専門学校卒 85 名、高・
中卒 19 名、計 166 名である。平均勤続年数は 5.0 年、平均年齢 30.5 歳である。地元無錫
戸籍者が 55％である。労働者は全員が正規労働者として採用されている。 
女子が多数を占める製造職場は、正規（本工）、非正規労働者が混在している。学歴は、
中卒 220 名、高卒 456 名、技術学校卒 59 名、大学卒 2 名、計 737 名である。細かい作業
が多く、肉体的負荷の少ない労働のため、女子が多く採用されている。出身は地元の無錫
市戸籍者が 20％（ほとんどが正規労働者）と低く、無錫戸籍外の農民工が多い。平均勤続








                                                   
166 2012 年 4 月に副部長から昇進した。 




企画監査室   企画課 
 管理部    人事課   会計課 
             原価管理課 総務課 
                 施設管理課 ＩＴ管理課 
品質保証部   第一品質管理課  第二品質管理課 
                 第三品質管理課   品質技術課 
 製造部    製造Ⅰ課 製造Ⅱ課 製造Ⅲ課 
総経理     製造技術部   企画課 第一製造技術課 第二製造技術課  
7 部 3 室 24 課           設備保全課    製品開発課 
技術顧問室 
FTPS 推進室 
 工務部     生産企画課生産管理課 
                  物流管理課 
輸出入管理部 
 調達部    調達課 

















                                                   
169 藤井正男［2005］114 ページ及び藤井正男［2010］55 ページを参照されたい。また、 
「分割方式」の詳細については、岩室宏［2002］31 ページを参照されたい。尚、セル 
生産については本研究の 66～68 ページでも論述している。 
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174 工会法第 42 条二項で規定されている。 
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175 「労働者が労働条件について集団契約を締結する際、従業員代表大会または全従業員 




む活動などもレクレーションである」とする（新雅史［2013］22 ページ及び 41～54 ペ 
ージ参照）。 
177 李捷生［2010］24 ページを参照されたい。「工会は『会社組合』に類似し、労働組合 
本来の機能を果たすことが期待できなかった」とされる（同掲書同ページ参照）。尚、 
工会機能については本研究の 85～86 ページでも取りあげている。 
178 FT 社の売上高対前年伸び率は、2008 年 85.9%、2009 年 93.9%、2010 年度 92.2%。 














 製造職場の新人の基本給は 1600 元であり、無錫新区の労働市場では中より上の賃金レ
ベル（K）とされる。製造職場の労働者の平均賃金（入社 1 年目）は税金や保険料控除後、










ゼロの場合に 100 元が支給される。生産協力金は 1 ヶ月で有給取得ゼロ・無遅刻・無早退・







                                                   
179 10 年以上連続勤務者および 2 回契約以降 3 回目更新者（労働者）は使用者との協議 
でが合意すれば、使用者は期限の定めのない労働契約を締結しなければならない（労 
働契約法第 14 条参照）。 
180 上海成和ビジネスコンサルティング（有）ホームページに江蘇省人力資源社会保障庁 

















表―2 製造職場の労働者の賃金事例       （2011 年度 10 月度） 
基本給 1600 入社 1 年目 
残業手当 300 平均 
奨励金 100 A 評価のケース 
満勤手当 100 有給休暇取得は可 
生産協力金 100  
計 2200  










                                                   
182 李捷生［2007］22 ページを参照されたい。労使で折半して、住宅購入資金を積み立 
てる制度であり、労働者の定着化のための制度とされる。 
183 勤務満 1 年毎に 1 ヶ月分給与相当の経済補償金を労働者に支払う。最高 12 年を超え 





     表―3 奨励金制度  






       FTM 社調査より筆者作成 ＊各評価の構成比率などは不明 
③ 労働時間  
 製造職場の労働者の勤務シフトは繁忙期 3直 3交代、通常期 2直 2交代＋残業である。
時間給に関連する通常期の勤務時間は、出勤 8 時 00 分、午前休憩 10 分、昼食休憩 40



















                                                   
184 同条例第 3 条では勤務年数が 1 年以上 10 年未満の場合は、5 日間、10 年以上 20 年 
未満の場合は 10 日間、20 年以上の場合は 15 日間などとなっている。 



















表―4 FTM 社 製造職場の職位と職能資格等級 
職層 職位 資格等級 
監督職 班長 S５ 
班長助理 S４ 








賃金を実施し、婦人幹部を育成、登用する（第 48 条、1982 年公布・施行）とある。 
187 第 62 条で産休を規定している。  
188 妊娠期間・出産期間・授乳期間の労働契約解除無効（第 42 条 4 項）を規定している。 
189 男女平等の保障や女性保護は次の様に規定されている。男女同一労働・同一賃金の実 
 行や福利厚生の男女平等権利の亨有（第 24 条）、月経・妊娠・出産・授乳などの期間に 





























                                                   
191 契約期間満了前に労働者の都合で退職した場合、経済保障金は雇用期間の満額支払わ 
れないために、定年までの終身雇用を望まない（K）のである。 
192 2 年以上の期間を定めた契約を締結しなければならない（労働契約法第 58 条）。 
193 労働に応じた分配は、社会主義の重要な原則の一つである。いわゆる労働に応じた分 
配とは、人間が社会に対して提供した労働に応じて個人的消費財を分配されることを 
言う（蔣学模.小嶋正巳訳［1964］82 ページ参照）。尚、中華人民共和国憲法第 6 条で 
は、「社会主義的公有制においては、人が人を搾取する制度は廃絶され、各人の能力に 
応じて働き、労働に応じて分配を受けるという原則を実施する」と規定されている。 
194 日本では、男女同一労働・同一賃金に関する ILO100 号条約は 1967 年に批准された
が、日本政府は労働基準法第 4 条でその原則は適用されているとしている。しかし、労
働基準法 4 条を巡り、裁判などで女性差別賃金問題が争われている実態がある（酒井和
子［2011］101 ページ参照）。労働基準法 4 条では「使用者は、労働者が女性であるこ
とを理由として、賃金に就いて、男性と差別的取り扱いをしてはならない」としている。 
195 竹信三恵子［2012］17 ページを参照されたい。 
196 FTM 社は 8 社の人材派遣会社を通じて、労働者を採用している。管理費として、70 























                                                   
197 労働契約法 66 条では、「労務派遣に適用する業務内容に定めがなく、臨時性、補助性 
または、代替性のある部署において実施する」としており、ほぼ全ての職務に適応が可 
能な実態にある。 






労働同一賃金も含まれる」（岸本英太郎［1962］14 ページ及び 33 ページ参照）と定義 
している。尚、中国の同一労働・同一賃金形成の経緯については、小嶋正巳（［1988］ 
61 ページおよび 115～118 ページ）を参照されたい。 
201 派遣先事業主の労働者と同一労働・同一賃金の権利を有する（労働契約法第 63 条）。 
派遣先事業主の工会に参加し、または組織し、自身の適法な権益を擁護する権利を有す 
る（労働契約法第 64 条）などが規定されている。 
202 賃金配分は「労働に応じて配分する」原則及び、「同一労働・同一賃金」の原則を実 
施しなければならない。賃金水準は経済発展を基礎として逐次引きあげなければならな 
い（労働法 46 条）と規定する。そして、男女同一労働・同一賃金（憲法 48 条、婦女権 




























 本節では、これまで述べてきた FTM 社の雇用システムを踏まえ、女子労働力の特質を
まとめ、多くの女子労働者が働く職場の階層構造を明らかにする。 
 
                                                   





それで技能を高める。」とする（小池和男［1999］262 ページおよび 310 ページ参照）。 



































                                                   
206 但し、会社の齟齬による理由（契約内容が実行されていないなど）がある場合は労働 
者からの労働契約の解除は可能であり、経済補償金（退職金）を受け取れる権利がある 





















である女子労働者 1 名のみが配置された。中国人管理職（製造課含む）の女性比率は 32%








































































                                                   
209 2010 年の広東省の本田ストや大連市の日系企業 59 社でストが発生した（2010 年 8 
月 11 日づけ日本経済新聞参照）。 
210 中国人力資源保障部が 2010 年を基点に 2015 年迄、毎年最低賃金の平均上昇率を 13% 
以上とすると発表している（清龍 ChinaPress のホームページ参照）。 
211 日中経済協会・北京パシフィック投資コンサルティングセンター［2006］12 ページ 
を参照されたい。 






























                                                                                                                                                     
法人 4 社（FTM 社含む）を統括する機能を担い、現地主導による中国ビジネスの拡大 
を図るとされている（FT 社ホームページ参照）。 
213 津田眞澄編著［1997］津田 57 ページを参照されたい。尚、名称は職能資格制度とは 
異なるが、1960 年代のトヨタや日産のライン労働者に導入されていた（戸塚秀夫・徳永 
重良編［1993］上井 75 ページを参照されたい。）ともされる。 
214 戸塚秀夫・徳永重良編［1993］上井 70 ページを参照されたい。 
215 2012 年 7 月から実施の予定であり、調査以降の実態は把握できていない。  



































                                                   
217 事務職場の職能資格制度の具体的内容は不明である。 












技工 1 級 P6 
係長助理 技工 2 級 P5 
職長 
S5 
技工 3 級 
職長助理 技工 4 級 






多能工級 3 級 
高級 
中級 2 級 
初級 1 級 






正規労働者が半数以上雇用されていた。本章はつぎの 3 点にまとめられる。 
第一は、現在の本工労働者の最初の契約期間は 1 年であり、派遣労働者の契約期間 2 年
よりも短いことと関連する。本工労働者は、正規契約を結んだ労働者であるが、長期雇用












































                                                   
221 主に賃金などの労働条件。 




















































































































227 序章でも概要はすでに述べたが、第１回目調査を 2008 年 8 月 7 日（金）に実施した。 
 中国大連市の調査対象企業の現地工場を訪問。午前 9:00～9:30 に工場内見学。午前 9 
 時 30 分～11 時に日本人総経理 H 氏へのインタビュー、午前 11 時～11 時 30 分、工会 




























                                                                                                                                                     
R 氏以下 R）と R の配偶者とともに会食しながらインタビューを行った。翌日 8 月 8 日 
（土）午前 10 時～12 時に筆者宿泊ホテルにて詳細なインタビューを R に再度実施した。 
第 2 回目調査は 2010 年 8 月 15 日（日）の午後 13 時～16 時 30 分に、中国大連市 R 自 
宅にて、その後の変化及び入手第一次資料についての詳細なインタビューを実施。翌日 




図―6 PCE 社売上高推移表            出所：PCE 社資料より筆者作成 
 
（２） 労働力構成 
会社創業時は 204 名の労働者でスタートした。その後、生産の伸びに応じ増え 2002 年
度では 505 名となり、7 年間で約 2.5 倍に増加した。労働力は非正規の女子出稼ぎ労働者
が多くを占めていた。正規の本工労働者は、監督職が中心であり少数であった。 
2010 年 3 月末現在、生産規模の拡大により、労働者は約 2700 名（正規労働者 1700 名、




ある。尚、日本人社員は総数 11 名（いずれも管理職で男子）である。 
 
（３）作業方式の変容 
PCE 社は 1995 年創業以来、中国経済の発展とともに売上高は増大の一途をたどってき
た。1995 年～2002 年は生産活動の端緒および生産体制の構築期であり、PCE 社の製品市
場も未成熟であった。中国政府は「1990 年代国家産業政策綱要」および付随した「自動車
工業産業政策」を公布（1994 年 3 月）し、自動車産業の育成を開始した228。日本 P 社は
中国政府の動向を見定め遼寧省政府との合弁企業 PCE 社を 1995 年に創設した。中国自動
車産業の漸進的発展と歩調を合わせ、ゆるやかなる成長をはかり、事業規模を拡大してき
た。当時（1995 年～2002 年）の製造現場ではベルトコンベアー生産（ライン生産）を基






















返し行う、単能工の職場を基礎にした作業工程を編成していた。中国は 2001 年 WTO（世
界貿易機関）に加盟し、生産体制に拍車がかかり、2002 年度自動車生産台数 325 万台、
内、乗用車生産台数 100 万台（前年比 155.33％）229となり、自動車市場に変化が訪れつ
つあった。その後、中国経済が高度成長期を迎えるなかで、2006 年度には自動車生産台数
が 700 万台230を突破し、アメリカ、日本に次いで世界第 3 位を占めることになった。 
PCE 社は中国の自動車増産に対応した生産・販売体制の確立を急務として、2002 年度














2003 年度以降、2006 年度迄の PCE 社の売上高は、毎年、対前年度比 20～30％伸長し
た。2007 年度には、売上高は 20 億元を達成し、経営基盤が強化された。女子が多くを占




                                                   
229 2002 年度『中国汽車工業年鑑』を参照されたい。 
230 2006 年度『中国汽車工業年鑑』を参照されたい。 
231 PCE 社一次資料（社内向け説明書）によれば、「SCM（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）、環境 



























                                                   
232 伊佐勝秀［2005］3 ページを参照されたい。 














































を毎年 2 名程度新卒で採用しており、競争率も高く、「買い手市場」（総経理 H）である。



















                                                   
234 「学校を卒業した後には多数が雇用労働の機会を求めるが、雇用労働は結婚前の数年 
間だけであって、結婚の時期がくれば退職し家庭に入り、他の新しい労働者と交代する」 
（氏原正治郎［1966］175 ページを参照されたい）。尚、本研究第 1 章の 3．でも取り 
あげている。 
235 正社員男性の平均勤続年数は 13.4 年で女性のそれは 9.4 年で 4 年の開きがある。尚、 
賃金は正社員男性 337.4 千円、女性の賃金は 244.8 千円で 92.6 千円の差がある。（厚生 
























                                                   
237 中国男性はよく家事をすると言われるが、家事労働の分担割合は 2000 年調査によれ 
 ば、1 日の家事に費やす時間の全国平均は女性 4.01 時間、男性 1.31 時間であり、日常
的な家事（食事支度、食器洗い、洗濯、掃除）は女性負担の割合が大きい（何燕侠［2005］
177 ページ参照）。 








239 女子 23.49 歳が結婚平均年齢（中華人民共和国国家統計局ホームページ国家人口計画 
出産委員会統計［2010］参照）。尚、日本は 29.5 歳である（厚生労働省ホームページの 
人口統計調査［2005］参照）。 
240 馬欣欣［2011］37～38 ページを参照されたい。尚、石塚は日中の有配偶女性の就業 
形態別割合を分析している。中国では専業主婦 7.2％、正規従業員 47.9％、臨時従業員 
10.2％である（2004 年）。日本では専業主婦 49％、正規従業員 15％、非正規従業員 22％ 
となっており、日中の違いを明確にした（2007 年）。中国都市部の男女の労働力率（20 
歳～44 歳）は、男子が 90％後半であるが、女子は 80％であり差がある。日本の場合は 
M 字型であり若年層（20 歳台）は高いが、30 歳～40 歳は 60%を超える程度で中国との 




















難易度低い仕事 ➔ 難易度中程度の仕事 ➔ 難易度の高い仕事
金 予備員 女 杜 予備員 男 高 予備員 女
1班燕班長 李 朱 劉 登 ⇒ 郭 丁 梁 長 ⇒ 徐 宋 邵 趙
女 予備員 予備員 予備員
黄係長 2班　班長 ⇒ ⇒
女 女 予備員 予備員 予備員
3班　班長 ⇒ ⇒
女 予備員 予備員 予備員
４班　班長 ⇒ ⇒
男 予備員 予備員 予備員
製造Ⅱ課
劉課長 王係長 ５班　班長 ⇒ ⇒
女 男 男 予備員 予備員 予備員
６班　班長 ⇒ ⇒
女 予備員 予備員 予備員
７班　班長 ⇒ ⇒
男 予備員 予備員 予備員
程係長 ８班　班長 ⇒ ⇒






















第二は、一般労働者に対して、毎月四項目243の短時間（１回 30 分～60 分）の研修に参
加させている。そして、研修の一環として、１年間を四半期（1―3 月、4―6 月、7―9 月、
10―12 月）に分け、期間の月末毎に筆記と実務の試験を課し、技能の向上をはかっている。 
第三は、中堅労働者244に対して、会社の長期的発展をはかるための人材育成を目的に各















業理念の醸成にもつなげている。尚、毎週 1 回 2 時間以内で業務（残業手当あり）として
実施されるグループ毎の職場改善活動（QC）の内容は、職場懇談会で報告されている。
                                                   
241 P.B.ﾄﾞｰﾘﾝｼﾞｬｰ、 M.J.ﾋﾟｵﾚ 白木監訳［2007］20～21 ページを要約した。 
242 行動教育・標準教育・安全教育に分類されるオンザジョブ、オフザジョブの研修。 
243 製品製造（生産）、標準化動作分析、作業標準向上、品質管理などに関する項目。 
244 入社 10 年未満の 30 歳前後で、生産現場及び事務部門の従業員を指している。 

























接反映される。2010 年度現在、入社 1 年目の新卒（技術学校、普通高校労働者）の賃金
は、基本給（能力貢献給）1050 元、奨励金 100 元（標準評価）、諸手当約 400 元（家賃手
当・暖房手当・帰省手当・旅行手当）で概算合計 1550 元となっている。基本給は PCE 社
所在地大連市甘井子区の 2010 年度最低賃金基準 900 元249より、150 元高い。しかし、地




                                                   
246 日本経営学会編［1978］高田馨 68 ページを参照されたい。また、津田は日本的経営 
の人事労務管理原則として、集団親和力の開発に言及している（津田眞澂［1978］264 
ページ参照）。 
247 給料明細には基本給を能力貢献給（日本語訳）と記載されている。  
248 具体的金額及び要件は不明、等級は後掲表―7 を参照されたい。 
249 日本貿易振興機構大連事務所編「大連市人民政府弁公庁の通知」［2011］を参照した。  
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表-5 給与明細書（男子課長職 R）2010 年 7 月度 単位：元 
基本賃金            諸手当         各種保険、税金等の控除 
能力貢献（基本給）     残業代（一般社員適用）  養老保険   686.36 
4730        奨励金（一般社員適用）  失業保険   85.77 
職責手当（管理職手当）   家賃手当 135      医療保険   207.45 
1620        暖房手当 115      住宅積立金  625.31 
            旅行手当 200       所得税   643.28 
              （春節帰省手当） 
            管理手当 400        




その他補助 470（夜勤、外国語等）                                                
計   6820         総合計 7670     総支給額    5421.83   
出所：R の給与明細（中国語原文から筆者日本語訳後に作成）、（ ）内は筆者付加 
＊R は勤続 5 年の 32 歳（日本の大学院修了）。ボーナスは能力貢献（基本給）+職責手当
（管理職手当）×月率。家賃・暖房・旅行手当は資格等級別に規定。 
 
                                                   







2008 年度の年間平均支給率は、月給（基本給）+職責手当の 8 ヶ月分（最高月率 10 ヶ月、
最低 4 ヶ月）が支給された。2009 年度は前年度の世界的金融危機による業績ダウンの影



























                                                   
251 それぞれの担当作業により作業基準（時間、作業目標数、具体的作業内容など）が設 
定されている。 




 表―6      製造課奨励金                 単位：金額 元 
比率 ％ 
要素 評価 内容 支給金額 構成比率 
全勤・質量ミス
ゼロ・目標 100%   
達成                  
A 優秀 150 10 
出勤 96%以上・
その他同上 
B 良好 120 20 
出勤 90%以上・
その他同上 








E 要努力 0 0 
出所：ＰＣＥ社資料より筆者作成 
２）労働時間 
 賃金とも関連する製造現場の労働時間は、1 日実働 8 時間、休憩は 2 時間毎に 10 分休
憩が午前と午後の計 2 回あり、昼食休憩は 50 分である。標準の勤務時間帯は 8:00～17:10
である。1 週 40 時間で土・日休みの週休 2 日制であり、繁忙期には昼夜二交代制や土日出
勤がある。尚、妊娠中の女子労働者の夜間勤務は免除される。また、昼夜二交代制は生産
方式が変革された 2003 年度から導入され、繁忙期に適用されている。残業は時期により








定年年齢は男子 60 歳、女子 55 歳であるが、1995 年創業のため、現在のところ定年退
職者は発生していない。一般的に、中国では男子 60 歳、女子 50 歳（幹部職は 55 歳）が














有給休暇は 10 年以内勤務の労働者には年 5 日、10 年以上 20 年迄は年 10 日、それ以上
は年 15 日の休暇が与えられる。尚、基準は法律に準じており、休暇に関する温情的措置
は、みられない255。特別休暇は結婚休暇 10 日、忌引き休暇（親戚の葬儀の為）3 日、子





永年勤続表彰で記念品が贈答される。対象者は勤続 10 年、20 年、30 年の社員で、長期







                                                   
254 原ひろ子・前田瑞枝・大沢真理編［1996］前田瑞枝 163 ページを参照されたい。 
255 従業員年次有給休暇条例（2007 年第 3 条）と同様の基準である。 
256 新憲法（1982 年）、女性労働者保護規定（1988 年）、中華人民共和国婦女権益保障法 
（1992 年）、労働法（1995 年）を参照されたい。尚、2012 年に女性労働者保護規定が 
改訂され、出産休暇の規定が 98 日に変更されている。 
257 労働者が次のいずれかに該当する場合は、使用者は本法第 4 章 40 条・第 41 条の定め 
による労働契約の解除をしてはならない（労働契約法第 4 章 42 条）とある。その第 4 
項では、「女子労働者が妊娠期間・出産期間・授乳期間にあるとき。」と規定している。 
尚、第 4 章第 40 条・41 条は契約解除の要件が規定されている。また、中華人民共和国 








日本では産前 6 週間産後 8 週間の休業（労働基準法 65 条）が認められている。賃金保障
は規定されていないが、中国と同様に保険や会社手当などで減収分を補填している。出産



















                                                                                                                                                     
258 大企業（国有・民営）の女子労働者は、企業内党組織（中国共産党末端組織のひとつ） 
や企業工会の監督により、これらの保護規定が厳密に適用されている。（2010 年 3 月 23 
日の中国海員建設産業工会主席及び中華全国総工会主席団委員李鐡橋インタビューに 
よる。於：北京）また、日系企業である上海 M 商社においても工会組織はないが、企業 
内党組織や従業員代表大会規定の影響もあり母性保護規定は厳守されていた（日系上海 
M 商社 K 人事部長インタビュー［2010 年 3 月 25 日］於：上海）。 
259 労働法 62 条に規定されている。 
260 1979 年に開始された「計画生育」と呼ばれる出産制限政策。1982 年の改正憲法では 
「夫婦は計画出産の義務を負う」と明記される。都市部では一人であるが、内陸農村部
では地域により条件は異なるとされる。 







新卒で入社した労働者は、職能資格等級 A1 から始まる。その後、職能資格等級 A4 ま
での 4 段階の階梯に昇進してゆく（表―7）。 A1→A2→A3 までは、企業内研修と試験、
職務経験を重ね順次昇進するが、第一の関門は A4 資格の予備員職位である。予備員は一
般的に relief women、 relief men および utility women、 utility men と呼ばれる存在で、
工程内の一般ワーカーの職務のほとんどをこなし、欠勤者やワーカーの休憩時の代替がで
きる。入社後、職務経験最低 3 年で昇格するとされているが、最短で到達できる労働者は





















                                                   
262 自動車音響工場部製造Ⅱ課の課長は、創立時、高卒後に新卒で入社し、製造現場に配 















































表―7 PCE 社 製造職場の職位と職能資格等級 






































日本とは異なる中国の女子労働者の意識と労働意欲の違いに対して、P 社及び PCE 社
日本人経営者は気づき始めた。対処しなければ雇用の確保と熟練の養成が困難となり、企
業の発展に支障が生ずると考えるに至った（総経理 H）。こうした状況下で PCE 社は、日
本で適用していた従来の女子労働者への短期雇用を主要とする雇用システム266から転換
                                                   










































職に備えるのである。PCE 社の実習生は、2007 年度 6 月末 444 名であったが、労働契約












労働市場における実習生の存在は近年注目されている。2010 年 5 月広東省にある「本
田自動車部品製造有限会社」（通称、南海本田）において、不合理な賃金配分の改善を求め
たとされるストライキが行われた。“きっかけ”となったのは、従業員全体の 3 分の 1 に
当る実習生の職場離脱であり272、実習生（半数は女子）の大量活用が明らかとなっている
273。 




年 11 月 22 日付け上海華鐘投資コンサルティング（有）よりの質問回答書を参照した）。 
269 実習生の労働時間は 8 時間、月間基本給 950 元で、残業手当は支給されていた（2010 
年度）。 
270 本工採用を前提として、臨時工として一定期間試用するもの、いわゆる「試用工」な 










労働契約条例（2013 年 5 月 1 日施行）では、下記のような規制（同条例第 42 条・全日 
制の学校に通学する学生の実習について）がなされている。①実習生の専門とは無関係 




る。契約期間は 1 年であるが、経営の裁量により 2 年まで更新はできる。尚、2 年を満了
した派遣労働者を対象とする本工登用の道もある。 
本工労働者の離職率は、中国労働市場の流動性の影響を受け、月間 2％前後、年間では


























                                                                                                                                                     
以内、週 40 時間を超えないこと。③報酬は現地の最低賃金を下回らずに、直接、実習 
生に支払うこと。④傷害保険を付与すること。などである。（日本貿易振興機構ホーム 
ページ［2013.4.9］参照）。 
274 安室憲一他［1999］古沢昌之 141 ページアンケート調査資料 5－40 を参照されたい。 
275 雇用契約期間 3 年未満の労働者で構成されている。 








組織単位」277とされ、中国 PCE 社の親会社である日本 P 社のオートモーティブ部門の系
列企業 C 社（以下 C 社）の工場がマザー工場の機能を担っている278。ここで観察すべき
は、マザー工場と PCE 社工場の労働力構成の比較である。マザー工場には基板自動実装、
基板外観検査及び基板修理解析作業を担う請負会社が工場内にある。請負会社従業員は
142 名（女子 14 人）で昼夜二交代勤務である。労働者派遣会社も工場内にあり、約 600
名の派遣労働者がいる。マザー工場では、本工労働者が約 470 名、請負労働者 142 名、派




労働力構成は P 社系列 C 社工場特有のものではない。日本では 2004 年に労働者派遣法
が改正された。製造業への派遣が解禁されて以降、多くの生産現場で非正規労働者の存在
が一般化した。翌年の 2005 年に P 社は自前の労働者派遣会社を設立し、P 社傘下関連企









                                                   
277 山口隆英［1996］47 ページを参照されたい。 
278 神奈川県に本社を構え、カーオーディオ、カーナビゲーションを始め、自動車に搭載 
するマルチメディア関連の製造販売の企業であるＣ社の工場である。中間管理職の R も 
約１ヶ月の研修を受けていた。 
279 労働者の構成は P 社ホームページ（2010 年）および P 社松本工場グループサイトレ 
 ポート（2009 年、2010 年）および電話紹介等で調査（一部推測含む）による。尚、請 
負会社の労働者の構成は、請負会社 O 社ハローワーク松本求人情報（2010 年）に記載 
されていた。尚、R よりのインタビューからも概要を把握。 






















社では日本 P 社の再雇用社員の 5 名が出向し、新たな副部長職に就任している。董事長は
遼寧省政府の役人である。役員会には参加しているが、非常勤である。経営の統括・執行
は総経理 H が担っている。 
管理職の女性課長は 8 名で 16 課中の半数を占めている。例えば、事務職の営業管理部
国際業務課の女子課長は PCE 社創立時の 1995 年入社の女子で、部下の 3 人の係長は 1996







                                                   
281 中央大学企業研究所編［1993］藤井治枝 244～246 ページを参照されたい。 
282 年齢により段階的に引き上げ 65 歳で満額支給する。 
283 改正高年令者雇用安定法による高年齢者の雇用確保のための対策で、「事業主は定年 
の引き上げ・継続雇用制度の導入・定年の廃止等の措置をとらなければならない」と規 
定されている（平成 18 年 4 月施行、2011 年厚生労働省ホームページ参照）。 






























                                                   
285 2008 年現在 40 歳の大学卒である。企業工会から毎月 200 元の工会主席手当を支給さ 
れていた（2008 年 8 月 7 日 W のインタビューより）。  
286 李捷生［2010］24 ページを参照されたい。 
287 李捷生［2003］44 ページを参照されたい。 
288 「その枠組みは労使の利害対立を最初から予想して、その対立を労使が対等な立場で 
協議し妥協するというものである」とされる（前掲書 44 ページ参照）。 
289 PCE 社組織はミンツバーグの組織構造の雛型によれば、「機械的な官僚型」に類型さ 
れると思われる（ジョー・ティッド、ジョーン・ベサンド、キース・パビット著 後藤






































































































                                                   
291 近年では中国労働市場の離職率は一般的に 20％内外と言われている（2011 年 1 月 7 
日大阪市立大学創造都市研究科ワークショップ講師P社系列P電工前中国人事総務部長 






































































                                                   
































                                                   
295 遠藤は男女間の給与格差、女性管理職が少ないこと、男女別の管理方式の実態などを 









































299 女性の労働力率カーブでは若年層をピークとして中年層から下降するタイプで、就業  
 可能な期間は働き続け、定年退職や国有企業改革などで無業化して労働力率は低下する
（石塚浩美［2010］225 ページ参照）。 






















１．女子労働者の定着化と雇用システム―統括企業 PD 社の分析 
 
 P 社の中国事業全体の統括会社である北京市にある PD 社を事例として取りあげる307。．
                                                   
301 分析対象の企業はキャリアを積んだ専門職が多数働く職場であり、ホワイトカラーの 
熟練職場とした。尚、ホワイトカラーの熟練職場の概念規定は本研究の 10～11 ページ 
を参照されたい。 
302 張英莉［2007］81 ページを参照されたい。 





社および PF 社の調査より）。 
305 竹信三恵子［2012］85～86 ページを参照されたい。 
306 本研究 17 ページを参照されたい。 
307 P 社は 2012 年 1 月に P 電工や S 電機を完全子会社化した。中国の P 社傘下にある中 
国統括会社も中国の P 電工統括会社を含めた統括会社となった。本研究では新統括会社 
を PD 社、旧 P 電工統括会社を旧 PD 社（1997 年北京で設立）、旧 P 社統括会社を旧 
PA 社（1994 年北京で設立）と表示する。尚、調査におけるインタビュー対象者の I 氏 
（以下 I）は、旧 P 電工出身の PD 社総合管理部長であり、C 氏（2011 年 11 月 2 日及 
94 
 
PD 社は 2012 年 1 月に組織統合され、中国 P 社傘下の販売会社や製造工場を運営する企
業を統括する会社となった。中国 P 社傘下の企業の IT システム・販売・人事総務・法務
などに関するサポート機能が求められている。組織統合後の労働者（少数の派遣労働者を









除く）、平均年齢は約 30 歳である。男子は課長職 1 名と一般社員 1 名の 2 名のみである。
残る 38 名は女子で、そのうち、課長は 6 人と副部長 1 人である。入社 3～4 年で一般職か
ら監督職である係長に昇進する。尚、監督職である係長を経ずに、管理職である課長職に

















                                                                                                                                                     
び同年 12 月 16 日大阪にてインタビュー、以下 C）は I の前任者であり、旧 PD 社の人 













正規労働者の契約期間は 3 年である。旧 PD 社では 3 年以内で退職する労働者が多かっ
た。日本の人事制度を移転しても労働者が定着化しない問題を抱えていた312。人事部が主
導し、企業内の定着化に寄与すると考えられた新たな人事制度が 2007 年に旧 PD 社で、
導入された。労働者保護を目的とする労働契約法の施行もあり、3 年間の経過措置（改良
期間）を経て 2010 年度に完成した（I）とされる。尚、新人事制度は旧 PD 社で導入され








                                                   
308 熊沢誠［2010］12 ページを参照されたい。 
309 前掲書 74～86 ページを参照されたい。 




311 日系 M 商社では転勤はあるが、日本のような「頻繁なる転勤」は避けているため、 
既婚女子労働者も管理職になっている（M 商社 K 中国総代理助理インタビュー 
［2012.3.13］於：北京）。また、労働者が養老保険（日本の厚生年金に当るもので労使 












          従業員 →   管理職     専門職 
男・女 →   コース     コース 
         




ば、法務部門では、修得段階（1 級・2 級）→応用段階（3 級・4 級）→拡張段階（5 級・



















能していない」317のである。PD 社に日本から 2 年前に赴任した I は、中国の女子労働者
                                                                                                                                                     
（吉田寿［2004］37 ページ参照）。 
314 専門職のコース変更はほとんどない。 
315 金明花［2010］29 ページを参照されたい。 
316 木本喜美子［2004］40 ページを参照されたい。 














表―8  専門職の職能資格等級  




経理部 人事総務部 法務部 社用車運
転手 
創造段階（管理職位） 8  9 8 7 9  10 ― 
指導段階（監督職位） 6  7 6  7 6 7  8 ― 
拡張段階 ↑ 4  5 4  5 5 5  6 ― 
応用段階  2  3 2  3 3  4 3  4 2 
習得段階 ↑ 1 1 1  2 １  2 1 

























 労働契約の最初は 3 年契約、2 回目も 3 年契約、3 回目からは終身契約となる。初回契
約期間 3 年以内に離職する労働者が多かった。3 年以上勤務者に住宅手当を支給するなど
の対策も行った。そして、2010 年の新人事制度の完成により、離職率が年間約 20％（2008
年旧 PD 社）から 10％以内に改善され、平均勤務年数が 5 年となった（PD 社、2012 年 1









た。ここでは OFF－JT 研修について簡略に検討する。OFF－JT 研修は、階層毎に行われ







                                                   
321 仕事を通じて能力を養成する（on the job training）。 
322 日常の業務を離れて主に講義方式で研修を受け、能力を高めること（off the job  
Training）。 





325 田浦里香・劉沫真［2008］39 ページを参照されたい。 
99 
 







修）の充実を第 4 番目に挙げている327。 
選抜された優秀な社員には 1 年～2 年間の日本研修が適用される。例えば、新人事制度





















                                                   
326 張英莉［2007］83 ページを参照されたい。 
327 （社）日本経済団体体連合会［2006］16 ページを参照されたい。 
328 佐藤厚［2012］15 ページを参照されたい。 
329 2009 年度の女性部長の人数の多い順位に上位 30 社をランキングしている（週刊東 













   
２．女子専門職の内部育成と雇用システム―財務統括企業 PF 社の分析 
 
PF 社は 2007 年に上海市で開業した。中国の P 社グループ会社向けの資金・為替・決済
取引や関連サービスなどを行う独立金融会社である。日本P社財務部が直接統括している。
外資系企業として初めて設立・開業した資本金 7 億人民元、総資産 46 億人民元（2011 年
末現在）の金融会社である。現在のところ、グループ会社内の取引であり、他企業へのサ
ービスは行われていない。日本人幹部 2 名および中国人女子 11 名の計 13 名の小組織であ
る。三つの課があり、それぞれ課長がいる。日本人以外は全員女子で占められている。設
立後 5 年を経過したが、金融業界の賃金相場の上昇に対応しなければ、労働者の離職が激

































ボーナスは春節の際に基本給の 1 ヶ月を一律支給している。夏期は査定をして平均 2 ヶ





雇用契約期間は初回 3 年、2 回目も 3 年で次回から永久固定（終身）となる。終身契約





                                                   




度にも能力基準を加味する動きもある（奥林康司［2008］正亀芳造 171 ページ参照）。 
近年の日本では職能給が強化されている。年功的要素を削減ないし排除し、能力主義の 
徹底を図る方向で強化している（同上書 169～170 ページ参照）。 




























                                                   
333 90 日が義務付けられているが（労働法第 62 条）、PF 社では 30 日多く設定されてい 
る。ホワイトカラーの労働市場では、出産休暇は 120 日が多いと思われる。日系商社の 
ホワイトカラー職場でも 120 日であった。（日系上海 M 商社 K 人事部長インタビュー 
［2010 年 3 月 25 日］於：上海）。 
334 日本の大企業では産休や育児休暇制度はあるが、「人減らし政策を堅持して、53%も 
の企業で育休の代替要員を置いていない」（熊沢誠［2010］54 ページ参照）のである。 













図―12 PF 社組織図     出所：PF 社入手資料より筆者作成 
 
業務課課長 A は 1997 年に旧 PD 社337で一般社員として採用され、2007 年の PF 社設立
にともない異動し、2010 年に課長職に就任した既婚の女子労働者である。営業課課長 C
は 2005年にAと同様の旧PD社で一般社員として採用され、2007年にPF社に異動した。
2012 年度より課長職に昇格した既婚の女子労働者である。統合リスク管理課課長 B は
2009 年に PF 社で係長（一般職位）として採用され、2012 年に管理職位である課長に昇
格した既婚の女子労働者である。いずれも、一般職位として採用され、一定の経験と実績
を積み重ね、能力と業績を評価された内部からの昇進者である。尚、A 及び C は北京にあ
る旧 PD 社からの転勤者ではあるが、上海人である。同じ P 社系列内からの課長職への昇
進であり、PF 社は内部昇進を重要視していると理解される。尚、養老保険の移転問題338は、
同系列企業内で解決している。 
前節で述べた PD 社と同様に職能資格制度を導入している。一般職は 4 段階（G1～G4）、




                                                   
337 前節で述べたケース・スタディの企業。 
338 北京市から上海市への行政区変更に伴う年金積立期間（15 年同じ行政区で在住者に適 














































                                                   
339 工会法では、少人数（25 人以下）でも工会は設立出来るとされる（工会法第 10 条）。 
従業員数が 100 人以上の企業単位は、従業員代表大会を開催しなければならない（従業 
員代表大会条例第 3 条）としている。そして、労働条件などは従業員代表大会で審議し、 
可決しなければならない（従業員代表大会条例第 10 条）のである。尚、工会は従業員 



































                                                   


















































































































































































































































































































































                                                   
344 西村雄一郎［2003］105 ページを参照されたい。 

























                                                   
346 木本喜美子［2004］202 ページを参照されたい。 
347 女性従業員が多いところでは、工会女性委員会を設立して工会委員会の指導の下に活 
動を行うことができる。尚、女性の少ない企業では工会委員会の中に女性委員を設ける 











































                                                                                                                                                     






353 女性労働問題研究会編［2011］座談会 55～71 ページを参照されたい。 
354 岩間暁子［2011］82～84 ページを参照されたい。 
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